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＜＜ee‐‐JapanJapan戦略（戦略（20012001年年11月）＞月）＞

■ブロードバンドインフラの整備

＜＜uu‐‐JapanJapan政策（政策（20042004年年1212月）＞月）＞

■2010年ユビキタスネットワーク社会の実現

はじめに～新たなICT総合戦略のコンセプト～

ＩＣＴによって個人・社会がＩＣＴによって個人・社会がActiveActiveに活性化され、何層倍もの力を発揮する日本をに活性化され、何層倍もの力を発揮する日本を

 実現し、日本を元気にする戦略実現し、日本を元気にする戦略

「Active JapanＩＣＴ戦略」

技術的視点
Technology

※

 

「Active JapanＩＣＴ戦略」は、「アクティブ・ジャパン戦略」と読む
数学的にありえないが、新戦略のグローバル性、創発性に鑑み、あえてこう表現

他方、他方、

不十分な社会実装、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ視点の欠如、不十分な社会実装、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ視点の欠如、

新たなプレイヤーが生まれづらい環境等により新たなプレイヤーが生まれづらい環境等により

●下げ止まらない●下げ止まらないICTICT国際競争力国際競争力

●解決されないまま山積していく課題●解決されないまま山積していく課題

など、「崖など、「崖っぷちっぷち」の状況に」の状況に→世界最高水準のICTインフラの実現

「グローバル視点」、「技術開発と社会実装の連動」等の考えを踏まえ、
これまでの延長線上にはない新たなＩＣＴ展開スキームを打ち出し

人と情報が集積し、イノベーションが創発される環境の整備

ユーザー目線
社会実装・行動重視

Active

（「テクノロジー主体」から「行動的なユーザ主体」へ）
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ICT分野における課題と今後の展開の基本的考え方

･･･



 

個別の取組
• 研究開発と社会実装の両立が不十分
• 方式標準化と実物売り込みの両立が不十分



 

「グローバル」な視点の欠如

 
（contextを考慮したグローバル戦略の必要性）



 

新たなプレーヤーが生まれづらい環境


 

グッズ・ドミナントからサービス・ドミナントへ



 

「変化」への対応ができなかった


 

イノベーションがうまれづらい


 

「ガラパゴス化」


 

技術が社会実装されない等の弊害

ICTICT分野における課題分野における課題

ＩＣＴ総合戦略において新たなＩＣＴ展開スキームを打ち出し

インフラ、端末、アプリケーション、サービス等を総合的に展開

（グローバルな視点に立ち、技術開発と社会実装を連動させつつ推進する仕組等）

人と情報が集積し、イノベーションが創り出される環境の整備

これまでの延長線的なアプローチではなく、情報のフローとストックを重視した融合と連携により、イノベーションを

 創出する新しいＩＣＴ総合的展開方策を推進し、

『『情報資源を利活用した国際競争力あるアクティブな日本（情報資源を利活用した国際競争力あるアクティブな日本（Active JAPANActive JAPANICTICT））』』の実現を目指す。

・利用者起点で動くＩＣＴ社会の実現（ユーザ／ヒューマンセントリック）

・社会的効率をアクティブに向上させていく方向性（ＩＣＴの社会実装化）

・パッシブ・グローバルからアクティブ・グローバルへの転換

あわせて、実現に向けた規制・制度の改革を推進
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「Active JAPANICT」実現に向けたターゲット

20202020年を見据えた重点領域年を見据えた重点領域 具体的方向性具体的方向性

▶ICT利活用により高齢者の労働参画を可能とするなど、全ての世

 
代の人々がアクティブに社会参画できるICT利活用環境の実現。

▶多種多量のデータをリアルタイムに収集・伝送・解析等利活用

 
して課題解決につなげるとともに、数十兆円のデータ利活用市場

 
の創出。

▶いつでもどこでも誰でもが好きな端末でリッチコンテンツ／ア

 
プリケーションを享受できる次世代テレビのグローバルなプラッ

 
トフォームの実現。

▶災害時でも復活しやすい、堅牢・高性能な重層的ブロードバン

 
ドの展開により有無線一体の世界最先端のブロードバンド環境の

 
実現。

▶新たな技術・サービスに適応し、サイバー攻撃等の影響を受け

 
ない世界最高水準のサイバーセキュリティ環境の実現。

そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
社
会
的
／
技
術
的
ト
レ
ン
ド
等
を

踏
ま
え
、
目
標
、
具
体
的
方
策
を
含
む
推
進
戦
略
を
整
理

・少子高齢化対策、全ての世代が

 
元気に社会参画できる環境。

・新産業創出による社会・経済成長。
・ユーザに支持されるアプリケー

 
ションやコンテンツの創発。

・非常時でも誰もがつながる
ディバイドフリーのインフラの強化。

・セキュリティ対策による安全な

 
経済活動の確保。

 

等

※特に早急な解決が必要と指摘された例

社会実装を想定して５つのターゲットを設定し、これまでの延長線的ではないアプローチで取り組む

アクティブで快適な暮らし

ビッグデータ利活用による社会・経済成長

リッチコンテンツの享受

堅牢・柔軟なICTインフラの構築

世界最高水準のセキュリティの実現

下げ止まらない
ICT国際競争力

解決されないまま
山積していく課題

激変するICTのトレンド
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高齢者等の社会参画を可能とする使い易く臨場感ある通信技術等の推進
使い易く臨場感ある通信を可能とする人に優しいｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ技術、ロボット技術等の融合技術を2015年度までに実現。

ICTを活用した新たな街づくりに向けた環境整備
2012年度から街づくりに活用するICTの地域プロジェクトを実施、ICTを活用した新たな街づくりのシステムアーキテクチャを策定、国内外への

普及・展開を目的とする官民の推進体制を整備。

防災・減災、医療、教育、環境等におけるICT利活用モデル推進
2015年度までに在宅医療・介護ICTシステムを確立し国内外へ展開。2015年度までに在宅テレワーカー700万人を目指し、誰もが最適な状態で

 

働くことを可能とする環境を実現。

災害に強いNWに関する研究開発、インフラの実現
2012年度にテストベッドを整備し、基盤的技術の確立、2020年までに、

 

通常の50倍の音声通信集中にも対応可能なネットワークインフラの実現。

より優れたネットワークの実現
新世代ネットワークの研究開発を通じてネットワーク仮想化技術を確立、

 

ユーザニーズに合わせた最適なインターネット環境を実現。

ワイヤレスブロードバンド実現のための周波数確保
周波数全体の一層の有効活用を目指し、2015年までに移動通信システムや

 

センサーネットワークについて新たに周波数を確保する等、必要となる

 

周波数再編の実施。

サイバー攻撃予知・即応技術の研究開発
2015年度までに諸外国と連携し、サイバー攻撃の発生を予知、即応できる技術の

確立。

新たなサイバー攻撃に対する防御モデル構築と実践的演習
標的型サイバー攻撃などの新たなサイバー攻撃手法を解析し、防御モデルの構築や

テストベッドを活用した実践的な演習を実施。

安心・安全なICT利活用の官民協力体制の強化
2012年度中に、スマートフォンの普及に対応するため、地域の安心安全な利用に

取り組む関係者間の官民連携体制を構築し普及啓発活動を実施。

次世代テレビの推進
2012年度中にスマートテレビの国内規格を確立し、

 

2014年中に国際標準化を実現。

高精細、高臨場感なﾘｯﾁｺﾝﾃﾝﾂの製作・利活用
日本が競争力を持つ高精細、高臨場感な映像技術（4K,8K）

 

を確立し、グローバル市場における日本のプレゼンスを向上。

コンテンツ製作・流通促進基盤整備、
プラットフォームの実現
HTML5ベースのグローバルプラットフォームの実現

ビッグデータ利活用の推進


 

2017年度までにビッグデータの通信規格を開発・実証し

 

国際標準へ反映。2020年に10兆円規模の付加価値創出及び12～
15兆円規模の社会的コスト削減効果。

日本版オープンデータ戦略


 

2015年度までに官民のデータのオープン化、

 

横断的利活用を可能とする共通APIの開発、標準化の推進。

M2Mプロジェクトの推進


 

2015年度までに現状の数千倍以上のアクセスでも支障なくM2M通信を

 

可能とする技術の確立。

安心・安全/高信頼ＩＣＴ戦略
～世界最高水準のサイバーセキュリティ環境の実現～

リッチコンテンツ戦略
～ｽﾏｰﾄﾃﾚﾋﾞ、高精細・高臨場感を活用したコンテンツビジネスの創出～

アクティブデータ戦略
～数十兆円規模のﾃﾞｰﾀ利活用市場の創出～

アクティブコミュニケーション戦略
～堅牢・高性能な重層的ブロードバンドネットワークの展開～

アクティブライフ戦略
～全ての世代の人々がアクティブに社会参画できるとともに、快適に暮らせるICT利活用環境の整備～

Active JapanICT 戦略

「Active JAPANICT」実現に向けた戦略 4



いわゆる「ビッグデータ」について

「ビッグデータ」「ビッグデータ」
国際的に大幅に増大する

デジタル情報を収集・分析

ＩＣＴの進展により生成・収集・蓄積等が可能・容易になる多種多量のデータ（いわゆる「ビッグデータ」）

 を活用することで、異変の察知や近未来の予測等を通じ、個々の利用者のニーズに即したサービスの

 提供、業務運営の効率化や新産業の創出等が可能。

例えば、野村総研では、今後５年のICT市場のトレンド「ＩＴナビゲーター

 

2012年版」において、ＩＣＴ分野における大きな潮流の１つとし

 
て、「ビッグデータビジネス（昨今の革新的な情報・通信技術を活用して、きわめて大量のデータを高速で収集・解析するこ

 
とにより、社会・経済の問題解決を図ったり、業務の付加価値を一層高めるための事業）」を位置づけている。

【出典：IDC「2011 Digital Universe Study: Extracting Value from Chaos」（H23.6)】

グルメサイトグルメサイト
☞過去２年間分の利用履歴を

 
分析して効果的なメール配信

航空貨物航空貨物
☞数百人規模の旅客の預け荷物

 
の数・重量を瞬時に収集して

 
瞬時に最適な配置を割付

果樹園果樹園
☞みかん樹木5千本にＩＤを付与

 
して日々の育成状況等を把握

建機建機
☞GPSで建機の位置・稼働状況

 
等を全数把握し、建設需要の

 
増大地域を予測

新生児集中治療新生児集中治療
☞新生児のバイタルデータを

 
リアルタイムで収集・分析し、

 
容態異常や罹患リスクを検知

クレジットカードクレジットカード
☞全会員の利用・取引状況を分

 
析して不正使用を検知

ゴルフ保険ゴルフ保険
☞過去の行動履歴の分析によ

 
りＧＰＳでゴルフ場への移動

 
を検知して案内メールを送付

気象情報気象情報
☞全国3千の携帯基地局の気象セ

 
ンサーで観測情報を収集し、

 
飛躍的に予報精度が向上
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6ビッグデータの活用を取り巻くＩＣＴの進展状況

コンテンツコンテンツ
アプリケーションアプリケーション

プラットフォームプラットフォーム

ネットワークネットワーク

デバイスデバイス

●●

 
コンテンツ・アプリケーション、プラットフォーム、ネットワーク及びデバイスの各レイヤーに

おけるＩＣＴの進展により、多種多量のデータの生成・収集・蓄積等が可能・容易化。

ソーシャルメディアの普及ソーシャルメディアの普及

ＡｎｄｒｏｉｄＡｎｄｒｏｉｄ

 

ＯＳの普及ＯＳの普及

ワイヤレス通信の普及ワイヤレス通信の普及

各種センサーの普及各種センサーの普及

ＩＣＴ端末の多様化ＩＣＴ端末の多様化 ●●世帯保有状況は、2010年末で、携帯電話等が９割、PC
が８割を超え、インターネット接続テレビが約３割、
スマートフォン及びタブレット型端末が約１割まで普及

●●加速度センサの世界市場は、コストダウン等により、
2013年度に、出荷数量で10億7350万個まで拡大し、
市場規模で1675億円となる見込み

ブロードバンド化の進展ブロードバンド化の進展 ●●ブロードバンドの基盤整備率は、2011年度末現在、超
高速ブロードバンドで約93％に達し、加入契約数は約
3500万加入となっており、FTTHが過半数

●●電力監視等の遠隔監視分野、電子マネー等の決済データ
通信分野等の国内のＭ２Ｍ市場（モバイル回線契約数）
は、2015年には、1600万件へ拡大する見込み

クラウドサービスの普及クラウドサービスの普及 ●●我が国のクラウドネットワーク技術の利用は、2009年度
の14.8％から2010年度には22.5％に増加し、クラウド
サービスの市場規模は、2015年には約2.3兆円へ成長

●●携帯電話端末用OSのみならず、カーナビやデジタルフォ
トフレーム等の各種機器のOSとして利用され、多種多様
なデータの収集等が可能

動画配信サービスの普及動画配信サービスの普及

【出典：総務省「平成23年情報通信白書」等各種公表資料】

●●我が国における直近１年間のソーシャルメディア（mixi、
Twitter、Facebook）利用者数は約3200万人となり、
ソーシャルメディア消費が1兆5200億円と推計

●●平成22年における我が国の動画配信サービスの利用率は
約40％が月に数回以上利用し、また、YouTubeは平成
23年2月現在で約2900万人が加入



●●

 

センサー単体での活用をはじめとして、現時点では、ネットワークによる情報収集・活用が中心。今後

 は、

 

情報分析、情報配信、自動制御や他システムと連動した高度な制御へと進展。

【出典】総務省「ＩＣＴを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会」資料

センサーネットワークの進化 7



●●

 

自動販売機、エレベーター、プラント設備、橋梁等の様々な領域において、Ｍ２Ｍ通信

 

（Ｍａｃｈｉｎｅ

 to Ｍａｃｈｉｎｅ通信：人が介在せず、ネットワークに繋がれた機器同士が相互に情報交換等を行う機器間

 通信）

 

サービスが提供。

Ｍ２Ｍ通信サービス 8



ビッグデータの活用に向けた今後の方向性

●●

 

今後、ビッグデータの活用については、系横断的なデータの活用への進化、活用のよりリアルタイム

化への進展に伴い、社会的課題の解決や経済規模の拡大に貢献していくと考えられる。

系横断的なデータの活用への進化

活
用
の
よ
り
リ
ア
ル
タ
イ
ム
化
の
進
展

●●

 

関係事業者からのヒアリング等による国内外の取組事例について、①データ分析結果のフィード
バックまでの期間

 

（ストック型/フロー型）

 

、②データ分析結果のフィードバック対象（系全体/個別）で、
便宜的に整理すると次のとおり。

（注）「フロー型」における「リアルタイム」の範囲については、業種・業態、データの活用目的により異なるものであるため、実際は、
「フロー型」と「ストック型」の２つに明確に分類されるわけではない。
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ビッグデータの活用による発現効果

●●

 

ビッグデータの活用に関する市場規模等の計測手法については、国際的に確立されていない状況であるが、

諸外国に関する民間調査機関による試算等を前提とした場合の日本における効果として、データの利用事業

者及びその支援事業者からなるビッグデータの活用に関する市場においては、今後、少なくとも１０兆円規模

の付加価値創出及び１２～１５兆円規模の社会的コスト削減の効果があると考えられる。

▷

 

Ｍ２Ｍ（２０２０年に約９，０００億円）
▷

 

・・・・・

データ利用
支援事業者

データ収集データ収集

情報管理情報管理

分析分析

▷

 

クラウドサービス

 
（２０１６年に２．８兆円、単純外挿すると２０２０年までに４．２兆円）

▷

 

ストレージ関連ソフトウェア（２０２０年に約９７７億円）
▷

 

・・・・・

▷

 

ビジネスインテリジェンスツール（２０２０年に１，９４０億円）
▷

 

・・・・・

データ利用データ利用
データ

利用事業者

▷

 

業務、事業への適用による業務効率化、付加価値創出

※McKinsey Global Institute「Big data: The 
next frontier for innovation, competition, 
and productivity」（平成23年５月)

※

【出典：ビッグデータの活用に関するアドホックグループ資料】
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11ビッグデータの活用に関する人材

新たに蓄積されたデータ量新たに蓄積されたデータ量
（地域別）（地域別）

深い分析の訓練を受けた新たな大学卒業生数深い分析の訓練を受けた新たな大学卒業生数
（地域別）（地域別）

【出典：McKinsey Global Institute「Big data: The next frontier for 
innovation, competition, and productivity」（平成23年５月)】

●●

 
統計学や機械学習に関する高等訓練の経験を有し、データ分析を行うという深い分析

に係る才能を有する大学卒業生数（2008年）について、国際的には、米国の2万4,730人、
中国の1万7,410人、インドの1万3,270人に比べて、日本は3,400人。



12ビッグデータの活用に関する主要な法的フレームワーク

取り扱いに際して遵守すべき主要な法令（対ユーザ）
ユーザに対する関係で遵守すべき法令は、主として次

の２グループ。
①個人情報保護法制、プライバシー権、通信の秘密、営業秘密。
②取得すべき個々のデータに関する著作権法上の権利。
M2Mの場合には、 両グループともに原則として関係せず。

ビッグデータの法的保護（対第三者）
成果物が第三者によって流用された場合に、事業者は保護を

受けられるか。
成果物は、ビッグデータをデータベース化したもの（中間成果

物？）と、その解析結果（最終成果物？）とに分けて検討する
必要。

前者については、創作性があれば、著作権法上のデータベー
ス著作物として保護される場合あり。これに対し、創作性のな
いデータベース（ファクトデータベース）は、日本では同法によ
る保護範囲外。

ビッグデータ解析結果の提供と法的責任（対提供

 
先）
ベンダが他の者に提供した分析情報の内容が不正確だった場

の責任。
通常は責任減免条項によって対応。しかし、当該条項が有効と

なるとは限らない。

②クラウドに蓄積

③ビッグ

 
データの

 
データベー

 
ス化と解析

各種端末機器

 
（M2C, M2M）

④
サ
ー
ビ
ス
提
供

①
デ
ー
タ
取
得

解析へ

解析結果の

 
フィードバック

第三者

⑤
解
析
結
果
の
提
供

Internet

⑥利用

【想定モデル】

【出典：ビッグデータの活用に関するアドホックグループ資料】



ビッグデータの活用における基本的な考え方

【【ビッグデータの活用に関する現状と今後の方向性ビッグデータの活用に関する現状と今後の方向性】】

【【ビッグデータの活用を推進することの必要性ビッグデータの活用を推進することの必要性】】

【【ビッグデータの活用におけるＩＣＴ政策の役割ビッグデータの活用におけるＩＣＴ政策の役割】】

●●

 

なお、以上にあたっては、昨今の個人に関するデータの取扱いを巡る問題等、実社会への適用や技

術開発の進展状況等に関する国際的な動向も見極めつつ、制度的・技術的課題の解決等に取り組む

ことが必要。

●●

 

今後は、それらのデータや技術も活用しつつ、Ｍ２Ｍ等のセンサネットワーク等から生成・収集等され

る多種多様なデータを実社会分野において系横断的・リアルタイムに活用することが進展する見込み。

●●

 

ものづくりをはじめとする日本の強みを活かしつつ国際競争力を強化し、更なる成長を実現するため

には、ビッグデータを戦略的な資源と位置づけ、個人情報等にも配慮しつつ、国としても実社会分野に

おけるビッグデータの活用を積極的に推進することが重要。

●●

 

ビッグデータの活用については、現在、検索、ＥＣ、ソーシャルメディア等のウェブサービス分野におい

て多量に生成・収集等されるデータを各種サービスの提供のために活用することを中心に進展。

●●

 

他方で、競争の激化等が進展する国際経済・社会において、人口減少等により今後国を支える人的

資源が縮小し、また、東日本大震災を契機として情報が命を守るライフラインであることが再認識され

ている状況。

●●

 

その上で、ＩＣＴ政策としては、国、地方自治体、公共・民間事業者等のそれぞれにおいてＭ２Ｍ等を

通じ生成・収集等される多種多量のデータについて、社会全体で共有可能な知識や情報の創発が促

進されるよう生成・収集・蓄積・公開・流通・連携等させることを通じ、社会的課題の解決や経済活性化

の実現に貢献すべき。
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ビッグデータの活用を推進するためのＩＣＴ政策の基本的な方向性

●●

 

ビッグデータの活用における基本的な考え方を踏まえると、ＩＣＴ政策としては、例えば、次のような７つ

の課題の解決に向けて取り組むことが必要。また、それら以外の課題については、引き続き民間分野に

おける取組を注視することが必要。

❶

 

多様な分野において閉じた形で保有されているデータについて、オープンガバメントの推進等官民にお
けるオープンデータ化、街づくりや防災等への活用等横断的活用のための環境整備の在り方

❼

 

国際的な取組事例等の共有等を図るための外国政府等との意見交換の在り方や、ビッグデータの活用に

よる経済価値の見える化等のための計測手法の在り方

❺

 

正確性の確保等のために多様な用途への転用が制限されているデータや既存制度の保護対象とならないため

 整備が進まないデータ等について、その活用を阻む規制･制度の在り方

❹

 

ビッグデータビジネスの創出に寄与するＭ２Ｍ（人が介在せず、ネットワークに繋がれた機器同士が相互に情報

 交換等を行う機器間通信）の普及促進の在り方

❷

 

リアルタイムで活用するビッグデータについて、センサ等から生成されるデータを安心・安全に収集・解析・流通

 等するための基盤技術の研究開発・標準化の在り方

❻

 

様々な業種の民間事業者、研究機関、学識経験者、行政機関等から広く構成され、データ資源の蓄積等を通じ

 て、ビッグデータの活用について国内の普及･展開を図るための推進体制の在り方

❸

 

技術やビジネス等の様々な分野における知識や能力等を備えたビッグデータの活用に関する人材につい
て、産学官のプロジェクトを通じた育成等による確保の在り方
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ビッグデータの活用を推進するための具体的方策
 

（１/３）

具体的方策 今後の推進に向けたアクション

官民のデータのオープン化・横断的利活用が可能な環境の

 
整備（日本版オープンデータ戦略）

●行政機関や民間事業者等に埋没・散在するデータのオープン化、各種

データを社会全体で横断的に利活用することができる環境を整備。

 
▷

 

２０１４年度までに、データの二次利用に関するルールを整備。

 
▷

 

２０１５年度までに、オープンデータ環境整備に向けた共通ＡＰＩの

開発及び国際標準化を推進。

電気通信事業者における運用データ等の街づくりや防災等へ

 
の活用に関するガイドラインの策定

●電気通信事業者において保有されている運用データ等について、個

人情報等に配慮しつつ活用するための検討の場の設置及び街づくり

や防災等への活用に関するガイドラインの策定を支援。

❶

 

多様な分野において閉じた形で保有されているデータについて、オープンガバメントの推進等官民に

おけるオープンデータ化、街づくりや防災等への活用等横断的活用のための環境整備の在り方

❷

 

リアルタイムで活用するビッグデータについて、センサ等から生成されるデータを安心・安全に収集・解析・流通

 等するための基盤技術の研究開発・標準化の在り方

15

具体的方策 今後の推進に向けたアクション

多種多量なデータをリアルタイムに収集・伝送・解析等する技

 
術やデータ秘匿化技術等の研究開発・標準化

●多種多量のデータについて、安全性や信頼性を確保しつつ、効率的

な収集、リアルタイム解析等を可能とする通信プロトコル、セキュリ

ティ対策、データ構造等に関する研究開発を推進。

●日本が技術的強みを有している物理ネットワーク層（Ｍ２Ｍ、メッシュＮ

Ｗ、センサー、ＩｏＴ、車車間）の強化（研究開発、標準化）

▷

 

２０１７年度までに、安全性・信頼性の高いビックデータ通信規格を

開発・実証するとともに、その成果をＩＴＵ等の国際標準に反映。



ビッグデータの活用を推進するための具体的方策
 

（２/３）

具体的方策 今後の推進に向けたアクション

ビッグデータ活用人材（技術やビジネス等の様々な分野における知

 識や能力等を備えた人材）の育成

●高度なデータ解析技術の開発や画期的なデータ活用事例の実

証等を通じた専門家の育成を目指し、競争的資金の活用を推進。

 ●ＪＧＮ-Ｘを用いたビッグデータ解析基盤の構築及び若手研究者

やベンチャーへの開放。

具体的方策 今後の推進に向けたアクション

安全性・信頼性の高いＭ２Ｍに関する通信規格の研究開発・標準

 化

●機器同士が人を介在せずに相互に情報交換し、自動的に最適制

御をするための安全性・信頼性の高い通信規格の開発・実証を

行い、国際標準化を推進。

●社会実装を目指したＭ２Ｍのテストベット環境の構築と技術実証。

▷

 

２０１5年度までに、現状の数千倍程度以上のアクセスがあっ

 た場合でも支障なくＭ２Ｍ通信の制御を可能とするための基

 本技術を確立。

❸

 

技術やビジネス等の様々な分野における知識や能力等を備えたビッグデータの活用に関する人材につい

て、産学官のプロジェクトを通じた育成等による確保の在り方

❹

 

ビッグデータビジネスの創出に寄与するＭ２Ｍ（人が介在せず、ネットワークに繋がれた機器同士が相互に情報

 交換等を行う機器間通信）の普及促進の在り方
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ビッグデータの活用を推進するための具体的方策
 

（３/３）

具体的方策 今後の推進に向けたアクション

異業種・産学官の連携によるビッグデータの活用に関する推進

 
体制の整備

●多様な企業・団体・業種の枠を超え、活用可能なデータや成功事例

等の共有、活用を阻み得る規制・制度等の課題の抽出、社会受容

性やインセンティブの醸成、関連機関への働きかけ等の課題解決

に向けた活動等を産学官の連携で推進する場の構築。

❻

 

様々な業種の民間事業者、研究機関、学識経験者、行政機関等から広く構成され、データ資源の蓄積等を通じ

 て、ビッグデータの活用について国内の普及･展開を図るための推進体制の在り方
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具体的方策 今後の推進に向けたアクション

ビッグデータの活用に関するＩＣＴの利活用を阻む規制・制度改革

 
の促進

●ビッグデータの活用による新サービス創出等に資するＩＣＴの利活

用を阻む規制・制度改革に関するＩＴ戦略本部を中心とした取組を

引き続き促進するとともに、下記⑥の体制との連携等により民間

ニーズの掘り起こし等を推進。

❺

 

正確性の確保等のために多様な用途への転用が制限されているデータや既存制度の保護対象とならないため

 
整備が進まないデータ等について、その活用を阻む規制･制度の在り方

具体的方策 今後の推進に向けたアクション

外国政府等とのビッグデータの活用に関する対話の強化 ●欧米をはじめとする政策動向等に関する定期的な相互対話のた

めの枠組みを引き続き活用

ビッグデータの活用に関する計測手法の確立 ●ビッグデータのデータ量やその活用によりもたらされる経済価値

の見える化等のための計測手法を開発。

▷

 

２０１３年度中に、調査手法及び評価手法の確立

❼

 

国際的な取組事例等の共有等を図るための外国政府等との意見交換の在り方や、ビッグデータの活用に

よる経済価値の見える化等のための計測手法の在り方



■■

 
ビッグデータの利活用の推進

【予算】

 

情報流通連携基盤構築事業

 

３億円（２４年度

 

３億円）
情報流通連携による災害時生活安全確保事業

 

６億円（２４年度

 

６億円）

・急速に普及するスマートフォンやＳＮＳ、多様なセ

 
ンサーから収集される多種多量なデータ（ビッグ

 
デ ー タ ） の 利 活 用 を 可 能 と す る 情 報

 
通信ネットワーク基盤技術の確立に向けた研究開発

 
等を実施し、ビッグデータ関連市場の創出に貢献

・各分野内で閉じた形でのみ利用されているデータが分野を超えて社会で効果的に利活用できる環境

 
(オープンデータ流通環境)の構築に向けた実証実験等を推進

■■

 
オープンデータ流通環境の構築推進

【予算】

 

戦略的情報通信研究開発推進制度

 

１９億円（２４年度

 

２３億円）
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業

サイエンス
データ

プローブ情報
カーナビ

HEMS
モニタリングBAN

SNS

教育・

 

研究

 

教育・

 

研究

製

 

造
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造

トレーサビリティ
温度・湿度

オフィス
データPOSデータ

センサーデータ

体温計

サーバー・データベース クラウド

家電

地震センサー

新市場・産業の創出

イノベーション創発

国際競争力強化

社会システムの効率化 利用者ニーズに応じたサービス提供

デ
ー
タ

デ
ー
タ

データ

伝 送

情報の利活用収集・蓄積

防

 

災

情報の爆発的増加
情報の爆発的増加

情報の爆発的増加

【予算】

 

イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・

 
強固な基盤整備

 

重点要求

 

新規

 

１７１億円の内数
（ビッグデータ時代に対応するネットワーク基盤技術の確立等

 

６１億円）

ビッグデータ・オープンデータによる新たな市場の創出（総務省アクションプラン2013より） 18

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://bezier-curve.com/material/037.png&imgrefurl=http://bezier-curve.com/02-art/037-tabletpc.html&usg=__qss_LNlWX4gCpHzzGwwQ9ehYLqo=&h=500&w=500&sz=23&hl=ja&start=12&zoom=1&tbnid=TU65_DhSh-BKAM:&tbnh=130&tbnw=130&ei=i_clT8qkM8meiQeI0PDjBA&prev=/search?q=%E3%82%BF%E3%83%96%E3%83%AC%E3%83%83%E3%83%88%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&hl=ja&sa=N&gbv=2&tbm=isch&itbs=1


ジャパン・クラウド・コンソーシアムについて

NICT IPA JDCC GICTF

幹事会
（日本経団連ほか数社・団体からなる事務局を置く）

幹事会
（日本経団連ほか数社・団体からなる事務局を置く）

総会（年２回程度、シンポジウム併催）総会（年２回程度、シンポジウム併催）

クラウド
マイグレー

 
ション検討

 
ＷＧ

 

クラウド
マイグレー

 
ション検討

 
ＷＧ

業務連携

 
クラウド

 
検討
ＷＧ

業務連携

 
クラウド

検討
ＷＧ

教育
クラウド
WG

教育
クラウド
WG

ジャパン・クラウド・コンソーシアム（ＪＣＣ）

関係機関

多様な企業、団体、業種の枠を超え、わが国におけるクラウドサービスの普及・発展を産学官が連携して推進するた

 
め、民間団体「ジャパン・クラウド・コンソーシアム」（ＪＣＣ）を設立。

本コンソーシアムは、クラウドサービス関連企業・団体等におけるクラウドサービスの普及・発展に向けた様々な取組

 
みについて、横断的な情報の共有、新たな課題の抽出、解決に向けた活動等を推進。

総務省及び経済産業省は、本コンソーシアムのオブザーバとして活動を支援。

ASPIC
ｸﾞﾘｰﾝIT

推進協議会
ＯＳＳ-Ｃ

農業
クラウド
WG

農業
クラウド
WG

●会員
全会員

 

３７８
（内訳）

企業

 

３０７社
団体

 

５９団体
個人

 

１２人
（２０１１年１２月

現在）

次世代
クラウド

 
サービス

 
検討ＷＧ

 

次世代
クラウド

 
サービス

 
検討ＷＧ

健康・

 
医療

 
クラウド

 
WG

 

健康・

 
医療

クラウド

 
WG

観光
クラウド

 
WG

 

観光
クラウド

 
WG

水産業
クラウド

 
WG

 

水産業
クラウド

 
WG

M2M・

 
ビッグ

 
データ

 
WG

 

M2M・

 
ビッグ

 
データ

 
WG
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20

地域が複合的に抱える諸課題の解決

（例）

（例）

（例）

「ＩＣＴスマートタウン」の実現「ＩＣＴスマートタウン」の実現

（例）

☞☞２０１５年頃に先行モデルの実現２０１５年頃に先行モデルの実現

☞☞２０２０年頃に向けて国内外展開２０２０年頃に向けて国内外展開

災害に強い街づくりの実現災害に強い街づくりの実現
街と街の連携・相互補完街と街の連携・相互補完

グローバル展開グローバル展開

「ＩＣＴスマートタウン」の実現

ワイヤレスネットワークやクラウド等の災害に強い技術とビッグデータの利活用や
センサネットワーク等の最先端技術を組合わせたＩＣＴパッケージの実社会への適用

ワイヤレスネットワークやクラウド等の災害に強い技術とビッグデータの利活用やワイヤレスネットワークやクラウド等の災害に強い技術とビッグデータの利活用や
センサネットワーク等の最先端技術を組合わせたＩＣＴパッケージの実社会への適用センサネットワーク等の最先端技術を組合わせたＩＣＴパッケージの実社会への適用

国際社会への貢献・国際競争力の強化 経済の活性化・雇用の創出

東日本大震災の経験・日本再生東日本大震災の経験・日本再生

ＩＣＴの進展ＩＣＴの進展 グローバル展開の動向グローバル展開の動向

●●

 

命を守るライフラインとしての「情報」の利活用及びそれを支えるＩＣＴ命を守るライフラインとしての「情報」の利活用及びそれを支えるＩＣＴ

 
による災害に強い街づくりの必要性による災害に強い街づくりの必要性

●●

 

全産業中で最大の市場規模を有するＩＣＴ分野による新たなフロン全産業中で最大の市場規模を有するＩＣＴ分野による新たなフロン

 
ティアへの挑戦を通じた我が国の再生への貢献の必要性ティアへの挑戦を通じた我が国の再生への貢献の必要性

●●

 

少子高齢化、コミュニティ再生、社会インフラ老朽化、犯罪抑止・耐少子高齢化、コミュニティ再生、社会インフラ老朽化、犯罪抑止・耐

 
災害性強化等、複合的に抱える諸課題への対応の必要性災害性強化等、複合的に抱える諸課題への対応の必要性

●●

 

複合的に抱える諸課題の解決のためにＩＣＴを街づくりに総合的に複合的に抱える諸課題の解決のためにＩＣＴを街づくりに総合的に

 
活用することに対する各地域における期待の高まり活用することに対する各地域における期待の高まり

●●

 

ワイヤレスネットワーク、ブロードバンドネットワークやクラウドサーワイヤレスネットワーク、ブロードバンドネットワークやクラウドサー

 
ビス等の災害に強い技術の普及ビス等の災害に強い技術の普及

●●

 

センサネットワーク、ビッグデータやＩＤ等の多種多様な情報の利活センサネットワーク、ビッグデータやＩＤ等の多種多様な情報の利活

 
用に関する最先端の技術の発展用に関する最先端の技術の発展

●●

 

ＥＵにおける次世代インターネットに関する官民連携プログラムにＥＵにおける次世代インターネットに関する官民連携プログラムに

 
よる大規模な研究開発の開始よる大規模な研究開発の開始

●●

 

２０１５年までの共同体の実現を見据えた「ＡＳＥＡＮスマートネット２０１５年までの共同体の実現を見据えた「ＡＳＥＡＮスマートネット

 
ワーク」構想の提案等ＡＳＥＡＮに対するグローバル展開の強化ワーク」構想の提案等ＡＳＥＡＮに対するグローバル展開の強化

地域における期待の高まり地域における期待の高まり

☞

 

約８兆円の生産誘発効果、約38万人の雇用創出効果（2020年頃に

 
実現）

☞

 

約63％の地方自治体において、同時に複数の課題に取り組む

 
必要に迫られている状況[総務省調べ]

☞

 

センサの小型化・低価格化、大規模データの効率的な分散処理

 
やリアルタイム処理、情報の連携等の可能化

☞

 

防災ＩＣＴ、センサネットワーク（グリーンＩＣＴ）及び電子行政をＩ

 
ＣＴに関する重点３分野としてグローバル展開



■■

 

ＩＣＴは、少子高齢化、生産年齢人口の減少、社会インフラの老朽化、地球温暖化等の諸課題の解

決に不可欠。また、国民生活上の重要なライフラインとして、我が国の成長を牽引。

■■

 

東日本大震災からの復興においては、ＩＣＴをパッケージ化して実社会に適用することにより、災害

に強く安心して暮らせる街、環境にやさしいエコな街、新たな産業・雇用を創り出す街等を実現するこ

とが求められている状況にある。

■■

 

以上を踏まえ、ＩＣＴを活用した新たな街を実現することを目的として、総務大臣主宰の懇談会を開

催し、ＩＣＴを活用した新たな街づくりの在り方やその実現に向けた推進方策について検討する。さら

に、ＩＣＴを活用した新たな街づくりモデルを作成してグローバル展開を図ることにより、東日本大震災

からの復興及び日本再生に寄与する。

「ＩＣＴを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会」

 
概要

開催目的

（１）

 

ＩＣＴの現状と今後のＩＣＴの進化の方向性

（２）

 

ＩＣＴを活用した新たな街づくりの在り方

（３）

 

ＩＣＴを活用した新たな街づくりの実現に向けた推進方策・グローバル展開方策

主な検討事項

■■

 

2011年12月16日の第１回会合を含め、４回会合を開催し、2012年6月29日に報告書をとりまとめ。

■■

 

構成員：◎岡素之（住友商事（株）相談役）、○小宮山宏（（株）三菱総合研究所理事長）、石原邦夫

 （東京海上日動火災保険（株）取締役会長）、岩佐弘道（三井不動産（株）代表取締役会長）、清原慶子

 （三鷹市長）、須藤修（東京大学大学院情報学環学環長・大学院学際情報学府学府長）、徳田英幸

 （慶應義塾大学教授）、村上輝康（産業戦略研究所代表）

■■

 

オブザーバ：内閣官房、経済産業省、国土交通省、農林水産省

構成員等

◎：座長、○：座長代理
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目指すべき姿としての「ＩＣＴスマートタウン」

住民等の住民等の
利用者参加利用者参加

●●

 

ＩＣＴを。●●

 

ＩＣＴを活用した新たな街づくりに対する各地域における期待への対応、そして、ＥＵをはじめとする
海外の先行的な取組を踏まえたＡＳＥＡＮ等に対する我が国の国際展開の強化の観点から、特に、①
平時のＩＣＴ利活用と緊急時や災害時における防災・減災機能の発揮、②リアルタイムデータ

 や行政保有データ等のビッグデータの利活用、そして、③携帯端末やテレビ等の使い易いイン
ターフェースを通じた住民等の参加による「ＩＣＴスマートタウン」を実現することが必要。

リアルタイムデータ
（センサ等）

リアルタイムデータ
（センサ等）

行政保有データ
（地方自治体等）

行政保有データ
（地方自治体等）

その他の各種データ
（企業保有データ等）

その他の各種データ
（企業保有データ等）

プラットフォーム

ネットワーク

災害対応（防災・減災）

街の自立的な発展を支えるＩＣＴの総合的な活用
（例：行政、社会インフラ、健康、医療、農林水産、環境、エネルギー

 
交通、観光、教育などの複合的課題の解決）

地
域
に
お
け
る
期
待

地
域
に
お
け
る
期
待

国
際
展
開
を
取
り
巻
く
状
況

国
際
展
開
を
取
り
巻
く
状
況

平時の平時の

 ＩＣＴ利活用とＩＣＴ利活用と

 災害対応災害対応

ビッグデータビッグデータ

 の利活用の利活用

災
害
に
強
く

災
害
に
強
く

 

安
心
・
安
全
な

安
心
・
安
全
な

 

街
の
実
現

街
の
実
現

ス
マ
ー
ト
な

ス
マ
ー
ト
な

行
政
サ
ー
ビ
ス

行
政
サ
ー
ビ
ス

 

の
実
現

の
実
現

新
た
な
産
業

新
た
な
産
業

 

や
雇
用
の

や
雇
用
の

実
現
実
現
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「ＩＣＴスマートタウン」の実現に向けたロードマップ

２０１５年頃２０１５年頃 ２０２０年頃２０２０年頃

「
Ｉ

 Ｃ
 Ｔ
 ス
 マ
 ー
 ト
 タ
 ウ
 ン
 」の
 普
 及
 ・

高
 度
 化

「
Ｉ

 Ｃ
 Ｔ
 ス
 マ
 ー
 ト
 タ
 ウ
 ン
 」の
 普
 及
 ・

高
 度
 化

「ＩＣＴスマートタウン」推進会議の創設「ＩＣＴスマートタウン」推進会議の創設

システムアーキテクチャ

の策定
●●システム構築に際した共通化を図るため、実証

プロジェクトの成果を踏まえ詳細検討【２０１２年度～】

地域実証プロジェクト

の実施

グローバル展開

プロジェクトの実施

●●全国数カ所で実施

【２０１２年度秋～】

●●ＡＳＥＡＮ等と連携して実施・拡大

【２０１２年度秋～】

ＩＣＴ街づくり共通技術

 の研究開発・標準化

●●災害に強いネットワーク、ビッグデータの高速・効率的な収集･分析や高度な
セキュリティ等の技術開発・標準化【～2015年度】

ＩＣＴを活用した新たな街

 づくり基盤整備等の推進
●●ブロードバンド化、ワイヤレスの多層化及びクラウド化等による防災情報伝達手段の多様化等の

ためのＩＣＴ基盤整備やＩＣＴ街づくりの実施・支援等を行う人材育成の推進【２０１２年度～】

「
Ｉ

 Ｃ
 Ｔ
 ス
 マ
 ー
 ト
 タ
 ウ
 ン
 」

「
Ｉ

 Ｃ
 Ｔ
 ス
 マ
 ー
 ト
 タ
 ウ
 ン
 」

先
行
モ
デ
ル
の
実
現

先
行
モ
デ
ル
の
実
現

街
と
街
の
連
携
等
に
よ
る
国
内
展
開

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
等
へ
の
海
外
展
開

●●１０カ所程度まで

順次拡大【２０１３年度～】

●●実証プロジェクトの選定・評価、グローバル展開方策の検討、成功事例の共有・
普及啓発、地域との対話等を民・産・学・公・官の連携の下で実施【２０１２年度～】

現在現在
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1.まちが変わる
24



2.ショッピングが変わる
25



3.ビジネスが変わる
26



4.家が変わる
27



5.エンターテインメントが変わる 28
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